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宮城県内において常時監視を行っている微小粒子状物質（PM2.5）の 1時間値濃度を対象として，クラスター分析に基づき

類似の傾向を示す測定地点をグループ化した。その結果，県内 23の測定地点は 5地域（都市中心，郊外，都市周辺，北部，

西部）にグループ化でき，PM2.5濃度の高い順に都市中心，郊外，都市周辺，北部，西部，という傾向が得られた。次に，

PM2.5濃度の高かった都市中心，郊外，都市周辺について，PM2.5の原因物質とされる NO2，SO2，NMHC及び光化学オキ

シダント（Ox）と，PM2.5濃度との相関を重回帰分析により解析した。結果，郊外では NO2の相関係数が，都市周辺では定

数項の相関係数が他の地域に比べて大きい結果となった。都市中心では，SO2，NMHC，および定数項との相関係数が大き

い値であった。なお，定数項は，大気中の化学反応に依らず発生源から直接排出される粒子の影響を表すと解釈できる。以

上により，地域によって PM2.5の主な原因物質が異なる可能性が示唆された。 
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1 はじめに 

 近年，微小粒子状物質（以下「PM2.5」という。）による

呼吸器・循環器系への影響が懸念されている。このため，

平成 22 年に環境省は「常時監視の事務処理基準」を改正

1)し，PM2.5を地方公共団体による常時監視の対象に追加し

た。宮城県においては，順次 PM2.5自動測定装置を大気環

境測定局（以下「測定局」という。）に設置しており，平

成 30年 9月現在，計 23の測定局（図 1）において PM2.5

の常時監視を行っている。 

本検討では，宮城県内の測定局における常時監視データ

を解析することで PM2.5対策を立案するうえで有用な知見

を得ることを目的とし， PM2.5濃度の地域特性を調査した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 宮城県内のＰＭ２．５常時監視体制 

（平成３０年９月時点） 

 

2 解析方法 

PM2.5 濃度の地域特性を調べるため，クラスター分析を

用いて 23 の測定局それぞれにおける PM2.5濃度の時間変

動の類似性を調査し，この分析の結果を参考に，類似した

測定局をグループ分けした。 

クラスター分析に用いたデータは，宮城県内の 23 測定

局における PM2.5濃度の 1 時間値 [μg/m3]である。分析対

象期間は，平成 30 年の測定値のうち，比較的濃度の高か

った 4月 1日～9月 30日とした。クラスター分析で使用す

る非類似度は，（1）式に示すユークリッド距離 d を採用

した。クラスタリングは，他自治体において大気汚染常時

監視測定局間の類似性を解析した事例 2)を参考に，分類感

度が高いとされる Ward法を使用し，解析ソフトには Rを

用いた。なお，類似した測定局をグループ分けする際，一

律に dの値で区切らず，樹状図の形状および測定局の位置

関係を考慮した。 

 

d = ｛（a1－b1）2+・・・+（an－bn）2｝0.5･･･（1） 

ak：測定局 aにおける k番目の 1時間値 [μg/m3] 

bk：測定局 bにおける k番目の 1時間値 [μg/m3] 

 

以上の方法で得られた各グループについて，PM2.5 濃度

（1 日における 1 時間値の最大値）の 1 週間平均値をプロ

ットし，グループごとの差異を調べた。この場合，PM2.5

は環境基準を下回るほどの低い濃度であるため，解析する

1 日値として，1 日における 1 時間値の最大値を使うこと

とした。また，差異が生じた理由を調査するため，グルー

プごとに重回帰分析を用いて偏回帰係数 αおよび切片 βを

求め，PM2.5濃度に影響する因子を考察した。 

重回帰分析を行う際の説明変数は，NO2，SO2，NMHC，

Ox の 4 物質濃度の 1 時間値とした。この 4 物質を説明変

数とした理由は，図 23)に示すように，二次粒子（大気中に



 

おける化学反応によって生成する PM2.5）の原因物質であ

るとされているためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ ＰＭ２．５二次粒子の生成経路３） 

 

 

以上により，以下に示す重回帰分析の結果を示した（2）

式における偏回帰係数 αは，PM2.5濃度に及ぼすNO2，SO2，

NMHC，Oxの影響を表し，一方で定数項 βは NO2，SO2，

NMHC，Ox 濃度に関わらず発生する PM2.5，すなわち工

場や自動車といった発生源等から直接排出される一次粒子

等による影響を表すと解釈できる。 

 

y = α（NO2）x（NO2）+α（SO2）x（SO2）+α（NMHC）x（NMHC）

+α（Ox）x（Ox）+β･･･（2） 

α：偏回帰係数      β：切片 

 y：1日における PM2.5濃度の最大値 [μg/m3] 

x：1日における NO2，SO2，NMHC，Ox濃度の最大値 

[NMHCのみ ppmC，それ以外は ppb] 

 

3 結果と考察 

 クラスター分析の結果を図 3に示す。図 3における縦軸

は，（1）式に示すユークリッド距離 d である。クラスタ

ー分析を参考にしたグループ分けについては，図 4に示す

ように，23の測定局を 5グループ（都市周辺・西部・北部・

都市中心・郊外）の分類が適当と考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 測定局のグループ分け結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ グループ分けの地図表示 

 

グループ毎に PM2.5濃度を比較した結果，濃度が高い順に，

都市中心＞郊外≒都市周辺＞北部≒西部となった。図 5にお

いて，PM2.5濃度 1 時間値の 1 日における最大値を一週間毎

に平均した値を用いて示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 各グループのＰＭ２．５濃度 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 各グループのＮＯ２濃度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 各グループのＯｘ濃度 

 

また，NO2，SO2，NMHC，Ox についても同様に，グル

ープ毎の濃度を比較した。その結果，NO2については都市中

心および周辺で比較的高濃度となる傾向が得られた（図 6）。

一方で，Ox 濃度に関しては顕著な差異は認められなかった

（図 7）。NMHCについては，西部および北部には測定局が

無いため他の 3グループでの比較となるが，都市周辺で比較

的高濃度となった（図 8）。ただし，測定局数が全 4 局（郊

外は岩沼局，都市中心は榴岡局，都市周辺は中野局・将監局）

と少ないため，各グループの地域特性とみなすためには慎重

に検討する必要がある。さらに，SO2に関しては，図 9 に示

すように顕著な地域特性は見られなかった。 

図 4 の傾向が得られた理由を把握するため，PM2.5濃度が

高かった 3グループ（都市中心，都市周辺，郊外）について，

重回帰分析を行った結果を表 1に示す。 

表１ 重回帰分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 より，グループ毎に特徴があり，都市中心では SO2，

NMHC，一次粒子等の影響が大きく，都市周辺では一次粒子

等，郊外では NO2の影響が大きいことが分かる。従って，こ

れらが PM2.5濃度上昇の一因であると推察された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 各グループのＮＭＨＣ濃度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 各グループのＳＯ２濃度 

 

4 まとめ 

本研究では，PM2.5 濃度に関するクラスター分析を基に

県内 23の測定局を 5地域に分類した。分類の結果，PM2.5

濃度は，都市中心＞郊外≒都市周辺＞北部≒西部の順とな

った。 

 さらに，このような順番となった原因を調べるため，PM2.5

濃度の高かった都市中心，郊外，都市周辺について，PM2.5

の原因物質と考えられている NO2，SO2，NMHC，Ox を

説明変数とし，PM2.5 濃度を目的変数として重回帰分析を

行った。重回帰分析の結果をもとに，偏回帰係数の大小を

地域ごとに比較した結果，分類した地域ごとに PM2.5の原

因物質が異なる可能性が認められ，対策を検討するに当た

っては地域特性を考慮する必要性が示唆された。具体的に

は，都市中心では SO2，NMHC，一次粒子等の影響が大き

く，都市周辺では一次粒子等，郊外では NO2の影響が大き

いと推察された。 

本研究においては，測定局における自動測定装置による

質量濃度を基に検討を行ったが，PM2.5 の成分分析結果や

発生源（自動車，工場等）における排出量データを併用し

て解析を行うことで，PM2.5 の発生メカニズム及びその地

域ごとの特性に関して，より詳細な知見が得られる可能性

がある。 
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都市中心 都市周辺 郊外

NO2 0.09 0.03 0.57

SO2 2.15 0.91 1.40

NMHC 4.06 1.41 -0.52

Ox 0.29 0.27 0.26

β(切片) 一次粒子等 2.15 2.64 -3.52

一次粒子，

SO2，

NMHC

一次粒子 NO2

α(偏回帰

係数)

PM2.5濃度に影響を及ぼす

と考えられる因子


